
　

１　施策の概要

（１）

２　評価の指標（施策に係る成果指標）

３　施策の点検（施策を進めるうえでの課題）

健康で安心して暮らせるまちづくり

第

部名 児童部

細節 地域における子育て支援／親と子が共に育つ地域での支援

施　策　評　価　調　書

施策名 地域における子育て支援／親と子が共に育つ地域での支援

（２）
総合計画
の体系

第 03 章

２９年度予算額

事業費（Ａ） 408,941 421,619 443,299

01 節 すべての子どもが健やかに育つまちづくり

第 21

23.16 人 27.51 人 24.71

（３）
事業費
など

(単位：千円)

項目＼年度（平成） ２７年度決算額 ２８年度決算見込額

人

所要人件費（Ｂ） 186,187 217,330 198,970

総事業費（Ａ＋Ｂ） 595,128 638,949 642,269

従事職員数

財
源
内
訳

収
　
入

国庫支出金 47,553 45,162 36,501

府 支 出 金 82,684 81,444 75,152

そ の 他 20,965 21,527 22,802

市
負
担

地 方 債 0 0 0

そ の 他 0 0 0

一 般 財 源 443,926 490,816 507,814

指標項目 項目＼年度（平成） ２７年度実績 ２８年度実績 ２９年度計画

指標内容

１歳半及び０歳児育児教室参加組数（私
立＋公立）

目標値
4,899.00 4,979.00 4,885.00

（単位：組）

実績値
3,162.00 3,914.00

目標値の
積算方法

１歳半健診対象者及び各年度の５月１日
付０歳児数から保育所入所児数を除い
た数の９割

（単位：組）

達成度(%) 64.6 78.6

目標値
6,500.00 6,420.00 5,038.00

（単位：件）

実績値
5,386.00 4,864.00

目標値の
積算方法

年度末会員数（依頼会員・両方会員・援
助会員の合計）×２件

（単位：件）

達成度(%) 82.9 75.8

指標内容

ファミリー・サポート・センター相互援助活
動件数

地域における子育て支援の基盤形成を推進するためには、地域子育て支援センターやのびのび子育てプラザが中心と
なり、各地域の子育て支援関係機関（保育所、幼稚園、児童館、子育て広場、民生・児童委員協議会、地区福祉委員会
等）との連携を深める必要がある。今後は子ども・子育て支援事業計画に基づき提供体制の確保等施策の推進を図りま
す。



　

４　施策の評価

妥
当
性

有
効
性

効
率
性

公
平
性

持
続
可
能
性

合
計

全
部

大 20 20 20 18 16 94

全
部

大 18 20 18 18 14 88

な
し

大 18 16 18 18 20 90

一
部

大 20 16 20 18 14 88

全
部

大 18 18 20 18 16 90

全
部

大 20 18 16 18 16 88

な
し

大 18 20 18 18 14 88

全
部

大 14 16 18 18 18 84

全
部

中 18 14 18 18 10 78

全
部

中 14 18 12 20 18 82

な
し

大 18 18 16 18 18 88

全
部

中 14 16 14 18 14 76

0

0

今後の
方向性
（実施
計画）

00281 継続

次年度
の
優先
順位

施策を構成する
事務事業名

室課名
事業
番号

市
単
独
事
業
区
分

施
策
へ
の
貢
献
度

各視点からの評価
（20　→　4）
 高　→　低

00252 継続

1 利用者支援事業
のびのび子育
てプラザ

01561 継続

2 一時預かり事業
のびのび子育
てプラザ

00280 拡充

3 一時預かり事業
保育幼稚園
室

00298 拡充

4 地域子育て支援センター事業 子育て支援課

00282 継続

5 地域子育て支援センター事業
保育幼稚園
室

00297 継続

6 のびのび子育てプラザ事業
のびのび子育
てプラザ

00308 継続

7 子育て広場助成事業 子育て支援課 00254 拡充

8 ファミリー・サポート・センター事業
のびのび子育
てプラザ

01290 継続

9 児童会館運営事業 子育て支援課 00275 継続

10 子育て支援活動事業
保育幼稚園
室

11 一時預かり事業
保育幼稚園
室

01416 継続

12 あかちゃんの駅推進事業 子育て支援課

優先順位をつけるに
あたっての考え方

当施策を構成する各事業とも、地域における子育て支援の充実にとって重要であるが、地域との
連携や市民ニーズを踏まえた今後の事業の拡充の方向性を考慮し、優先順位をつけている。
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